
 

 

 

大阪市ＰＴＡ協議会 

 

要望書回答 

 

 

 

 

 

 



 

番 

号 
重点要望－１ 

項

目 

児童虐待防止の充実に取り組まれたい。大阪市ＰＴＡ協議会としても、会員への研修と啓

発に取り組んでいく。 

（回 答） 

 教育委員会では、平成２１年４月に西淀川区内の小学生が、児童虐待により死亡するという

事件が発生したことを受け、校園内研修会の実施や教職員研修会への積極的な参加について

各校園へ指示するとともに、児童虐待の発見と防止のための教職員用リーフレットを全教職

員に配布し、具体的な対応や関係機関との連携の仕方について周知してまいりました。また、

平成２２年５月より、指導部内に児童虐待等相談窓口を設置し、学校園からの相談に対し、

社会福祉士等の相談員が、関係幼児・児童・生徒や保護者への接し方、地域関係者や関係諸

機関等との連携方法などについて指導・助言を行うとともに、事案によれば直接学校園に赴

き、校園長をはじめ関係教職員等に直接アドバイスするなどの対応を図っております。 

さらに、児童・生徒に対しては、「児童虐待防止啓発用携帯カード」や、虐待を受けた場合に相

談できる相談先電話番号を記したチラシ「ひとりでなやまないで」を配布し、保護者に対しては、

こども青尐年局が実施する２４時間児童虐待電話相談事業（児童虐待ホットライン）の啓発用の

チラシを、学校園を通じて配布しております。 

しかしながら、今年８月、西淀川区において、学校がこども相談センターに通告し、連携

を図っていたにもかかわらず、小学生児童が虐待により死亡するという事件が発生しました。 

今回の事件を受け、教育委員会といたしましては、児童虐待通告の児童虐待ホットライン

への一元化を各校園へ通知するとともに、通告・相談後においても、継続的にこども相談セ

ンターの担当者と緊密に連絡を取り合い、こども相談センターとしての対応の進捗状況や学

校としての取り組みについて、情報を共有しながら、今後の具体的な方向性について協議す

るなどして、児童虐待の防止に必要な対応に努めるよう指示しております。 

今後も、児童虐待の早期発見と防止に向け、関係局が一体となり、校園や区子育て支援室、

こども相談センター、要保護児童対策地域協議会などの関係機関が、より緊密に連携するこ

とができるように努めてまいります。 

担当 教育委員会事務局指導部中学校教育担当（生活指導）  TEL：06-6208-9194 



番 

号 

 
 
  重点要望―２ 

項

目 

 

東南海・南海地震に備え、防災教育の充実と避難場所の確保を図られたい。大阪市 PTA

協議会としても、校園、地域と連携することの大切さと自助、共助について啓発していく。

なお、耐震補強工事未実施の校園には早期に対策を講じられたい。 

（回答） 

 教育委員会では、阪神淡路大震災をふまえ、平成 8 年度に『子どもの安全を守るための防災

指導の手引き』を作成しました。平成 19 年度には再度データを整理して改訂版を作成してい

ます。この手引き書には、幼稚園・小学校校・中学校・高等学校・特別支援学校での防災教育

が充実するように、避難訓練や防災教育の実践事例、資料などを掲載しています。各学校園で

は、この手引き書を活用して防災計画を作成し、防災教育を実施しています。 

現在は、東日本大震災をふまえ、津波を想定した避難訓練や防災教育の実践例を追記するな

ど、手引き書の内容の見直しを進めており、今年度末には改訂を行う予定です。 

 また、昨年 8 月には各学校園に対して津波を想定した防災計画の作成や避難訓練の実施を

指示しています。地域と連携した防災訓練や小中学校が連携した避難訓練、高い建物がない幼

稚園や保育所と連携した避難訓練などについても取り組みを進めています。 

今後も、最新の情報をもとにした手引き書の改訂などに取り組み、防災教育の充実を図って

まいります。 

 

避難場所の確保につきましては、現在、国において東日本大震災を踏まえた地震規模、津波

高等の見直しを行っておりますが、大阪市といたしましては、国の検討結果を待たずに津波か

らの避難を優先とした取組みを進めており、上町台地以西の１０区において、公共施設はもと

より、民間施設管理者へも協力を呼びかけ津波避難ビルの拡充に努めております。 

 

耐震補強工事につきましては、本市では、平成１９年度末に施設建築物耐震改修計画を公

表し、その整備プログラムに沿った耐震補強工事を実施することで、すべての校舎の耐震

性の確保に努めています。 

本市の学校施設は、平成７年度から平成 10 年度までに新耐震基準以前の校舎について耐

震診断を行い、耐震診断の結果に基づき、補強が必要なものは平成９年度から順次耐震補

強を行っています。その結果、本市の耐震化率は平成２３年４月１日現在９６%であり、

残りの未補強のものについても早期に耐震化を図ってまいります。 

担当 教育委員会事務局 指導部 初等教育担当（小学校教育）  TEL：06-6208-9176 

危機管理室危機管理課                  TEL：06-6208-7385 

教育委員会事務局 総務部 施設整備担当         TEL：06-6208-9093 



 

番 

号 

 
 
 重点要望 ３ 

項

目 

 

 

子どもたちに良好な教育環境を確保するために、普通教室に空調機を速やかに設置された

い。 

（回答） 

 

 現在、大阪市では暑さ対策への取り組みを行っており、全小・中学校の普通教室について空

調機設置の検討をしております。中学校については、平成 24 年度より順次、設置を予定して

おり、小学校の空調機設置につきましても、今後、整備計画を策定してまいります。 

担当  教育委員会事務局 総務部 施設整備課     TEL：06-6208-9063 



 

番 

号 
 重点要望 ４ 

項 

目 

すべての生徒の健やかな成長のために中学校の給食の実施について格別のご配慮を

お願いしたい。 

（回答） 

中学校給食につきましては、近年食行動が多様化し、食習慣・食生活の乱れが問題となる

中、成長期にある中学生の健全な育成や「食育」の観点から中学校給食の課題について調査・

検討を重ねてまいりました。その結果、平成 21（2009）年 1 月に家庭弁当との選択方式によ

る中学校給食の実施をめざすこととし、実施方式については民間調理施設を活用した弁当箱

方式でのデリバリー方式による実施が効率的であるとした方針を定めております。 

中学校給食の実施に向けましては、今年度は配膳室の設計などを行い、平成 24年度に配膳

室の整備に着手し、改修が完了した学校から給食を段階的に実施し、平成 25 年度中の市 

内全中学校での給食実施に向けて取り組んでまいります。 

なお、平成 24年度からの給食開始時には家庭弁当との選択制による中学校給食を実施して

まいりますが、今後、全員喫食とするか家庭弁当との選択方式にするかにつきましては、区

長が区民会議を開催するなど区民の意見を聴取し、区ごとに決定してまいります。 

担当 教育委員会事務局 教務部 学校保健担当       TEL：06-6208-9158 

 

 

 

 



番 

号 
１－（１） 

項

目 
「大阪市教育振興基本計画」に沿って、各校園が具体的に実践されるよう指導されたい。 

（回 答） 

教育委員会では、教育基本法第 17条第 2項の規定に基づいて、教育の振興に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図ることを目的として平成 23 年 3 月に「大阪市教育振興基本計画」を策定

し、各般の教育施策を遂行しているところです。 

本計画では、平成23年度から平成32年度までの10年間を見通した教育の方向性を示した上で、

その方向性に沿って今後 5 年間で取り組むべき施策を盛り込んでいます。なお、それぞれの施策

における具体的な取組については、本計画を踏まえ、年度ごとに、施策の選択と集中の取組方向

を一体的に示す「教育委員会事務局運営方針」や、各校園が教育実践を進めるよりどころとなる

「学校教育指針」を策定しています。 

「学校教育指針」については、教育委員会が各校園に対して指導・助言を行う際の基本として

おり、教育課程が適切に行われているかどうか把握し、状況に応じて指導を行っております。今

後とも、本計画の基本となる考え方である「“ええとこ”のばそ 大阪の教育」を合言葉に、学校

園・家庭・地域等が連携を深めながら、社会総がかりでの取組を進めてまいります。 

担当   教育委員会事務局 総務部 総務課（企画グループ）     TEL：06-6208-9013 

 



番 

号 

 
１－（２） 

項

目 

様々な機会をとらえて、教育内容を保護者に説明されるよう指導されたい。また、学校評

価を踏まえて各校園の教育内容、方法等を改善するよう指導されたい。 

（回答） 

各校園では、学習参観や懇談会、ＰＴＡ総会等の機会を通じて、保護者に教育内容等の説明を

しております。今後も、さらに様々な機会を活用して説明責任を果たしていくよう指導してまい

ります。 

  

  また、教育委員会では、平成 17 年４月、「大阪市立学校管理規則」に情報提供に関する規 

定を設け、全校園で、教育活動及びその他の学校運営の状況について、保護者等に対して積 

極的に情報を提供するよう指導をしています。さらに、平成 20年 12 月には、学校評価に関 

する規定を改正し、自己評価や学校関係者評価を実施するとともにその結果を保護者や地域 

住民等に公表することとし、全校園で取組を進めています。 

今後も、学校評価の取組を通じて、各校園が教育活動その他の学校運営について組織的・ 

継続的な改善を図るとともに、評価結果を保護者や地域住民に学校だよりや説明会、ホーム 

ページ等で公表・説明することにより、適切に説明責任を果たすよう指導してまいります。 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 初等教育担当      TEL：06-6208-9176 

             中学校教育担当     TEL：06-6208-9187 

教育委員会事務局 総務部 総務課（企画グループ） TEL：06-6208-9013  

 

 



番 

号 

１－（３） 

項目 経験年数の尐ない教職員が増加傾向にあることを踏まえて、教職員としての職責の自覚と

指導力の向上を図るための多様な研修を充実させると共に、校内での授業研究が確実に図

られるよう指導されたい。 

（回答） 

教職員研修につきましては、「教育公務員特例法」及び「学校教育指針」に基づき、教職員

がその職責を遂行するに当たって必要な研究と修養に努めることを目的に実施しています。 

具体的には、初任者研修、経験年数２年目・５年目・１０年目の教職員を対象とした教員

基本研修や教科等指導力向上研修、課題等研修などの多様な専門研修を実施し、教職員の資

質向上を図るとともに、使命感や幅広い知見を一層養い、実践的指導力の向上に努めていま

す。 

校内における授業研究の充実につきましては、初任者・２年・５年・１０年次研修会にお

いて実践的指導力向上に有効な研究授業を位置づけるなど、教科指導や生活指導のすすめ方

について、各校園と連携・協力し、対象教員全員の指導力向上に努めています。小・中学校

２年次教員に対しては、退職校長が年２回在籍校へ出向き直接指導するとともに、夏季休業

期間中には教育センターにおいて、授業づくりについての研修を尐人数に分けて実施してい

ます。さらに、平成２１年度より「授業力アップサポート事業」を展開し、全小・中学校へ

退職校長を年間 4 回派遣し、授業研究を伴う校内研修の充実のため、校長をサポートしてい

ます。 

２年及び５年目教員は、教科等に関する研修を必修受講としています。また、経験２～５

年の小・中学校教員を対象にした「教員自主研修」を土曜日や夜間に実施しています。 

教育センターといたしましては、時代のニーズに即応した研修内容・方法の改善、充実を

図り、児童生徒・保護者・地域からの信頼に応えられるよう、一層実りのある教職員研修の

実施に努めてまいります。 

担当 教育委員会事務局教育センター教育振興担当（基本研修企画）  TEL：06-6572-0657 

 

 



番 

号 
１－（４） 

項

目 

 

教職員の適正な配置をさらに推し進め、すべての校園で円滑で活力のある教育活動ができ

るよう配慮されたい。 

（回答） 

 

 教育委員会におきましては、各学校園・地域の実情を踏まえ、今日の様々な教育課題に的確

に対応し、教育活動の一層の充実がはかられるよう、適切な教職員配置に努めてまいったとこ

ろであります。今後も引き続き、教職員の適切な配置に努め、すべての学校園で円滑で活力あ

る教育活動が推進できるように努めてまいりたいと考えております。 

 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当   TEL：06-6208-9125 

 



 

番 

号 
１－（５） 

項

目 

 

教職員が長期に病欠になる場合に備え、代替の講師を十分確保されたい。 

（回答） 

 

  教員が病気休暇を取得する場合、その期間が１ヶ月以上であれば代替講師の配置を行ってお

ります。 

ここ数年は、講師登録者数が必要数に対して不足している状況がございますが、講師登録者

数を増やすため、ポスターやチラシ、大学への求人票の掲出をはじめ各種メディアの活用等を

より積極的に進めるなどの取り組みを行っております。 

今後とも様々な方法で講師の確保に努めてまいりたいと考えています。 

 

担当 教育委員会事務局 教務部 教職員人事担当   TEL：06-6208-9125 



番 

号 

 

市Ｐ １－（６） 

 

項目   

人間尊重の精神や生命を大切にする心をはじめ、豊かな心を育むために道徳教育が確実に

実践されるよう指導されたい。 

 

（回答） 

 大阪市教育委員会は、「学校教育指針」におきまして、｢さまざまな体験を通して、感性や情操

を高め、生命を大切にし、他人を思いやる心や人権を尊重する心、感動する心、正義感や公正さ

を重んじる心など、『生きる力』の核となる豊かな心をはぐくむ教育の推進に努める。｣と示して

おります。 

 とりわけ、道徳教育につきましては、「大阪市教育振興基本計画」におきまして、「自立心や自

律性、自他の生命を尊重する心、基本的な生活習慣や規範意識、社会の形成に主体的に参画する

態度などをはぐくむため、その基盤としての道徳的な心情、判断力、実践意欲と態度などの道徳

性を養う教育を推進します。 

 道徳教育は、道徳の時間を要として教育活動全体を通じて行うとともに、全ての学校園段階に

おいて一貫した取組に努めます。また、子どもたちの内面に根ざした道徳性を育成するため、自

然体験活動や集団宿泊活動、ボランティア活動、職場体験活動など、豊かな体験の充実を図りま

す。」と示し、道徳教育の充実に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 教育委員会事務局  指導部  中学校教育担当     TEL：06-6208-9187    

 



 

番 

号 

 
 
 １－（７） 

項

目 

 

 各学校において、教科指導の充実を図り、すべての児童・生徒の学力の向上に一層積極的

に取り組むよう指導されたい。また、習熟度別尐人数指導の更なる充実を図られたい。 

（回答） 

教育委員会といたしましても、各学校において教科指導の充実を図り、すべての児童・生徒

の学力を向上させることは喫緊の課題であるととらえ、積極的に取り組むよう各学校に指導し

ております。各学校においては、教材研究や授業研究などに取り組み、より効果ある指導のあ

り方について研究を進めております。さらに、教育センター等での教職員研修の一層の充実を

図り、指導力の向上に努めております。 

 また、市が取り組んでおります習熟度別尐人数指導は、子どもたちに「わかる喜び」「できる

喜び」を実感させ、次の学習への意欲を高めさせることをめざしております。子どもたちが自

分のよさや改善点に気付きながら目標をもって授業に臨み、問題解決能力を高めていけるよう

指導の充実に努めております。平成２１年度からは、各学校にコーディネーターを位置づけ、

より効果ある習熟度別尐人数指導のあり方について研修し、各学校においても、児童・生徒一

人一人に応じた指導のあり方について研究し取り組んでいるところです。 

 今後も､習熟度別尐人数指導など、わかる授業・できる授業の実現に向け､さらに充実した取

り組みを行うよう研究を進めるとともに、様々な施策に反映させてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 初等教育担当  TEL：06-6208-9176 

             中学校教育担当 TEL：06-6208-9187 



 

番 

号 

 
 １－(８) 

項

目 

「小学校区教育協議会ーはぐくみネットー」が学校・地域・家庭の連携のもと、大きな成果

をあげている。なお一層の人的・物的支援を図られたい。また、教職員の積極的な参加に配

慮をお願いしたい。 

（回 答） 

 

 小学校区教育協議会―はぐくみネットー事業は、各小学校区において学校・家庭・地域の

連携のもと、地域ぐるみで子どもをはぐくむことを目的に、さまざまな取り組みが進められ

ております。 

 

各校区では、地域の方々がゲストティーチャーとして授業に参画したり、子どもと大人の

参画による地域行事の開催、子どもの安全を見守る取組み、情報誌の発行など、地域の実情

に応じた取組みを実施されており、子どもと大人、異年齢の子ども同士などが、出会いや交

流を通して人間関係を築き、人と人とのつながりの中で、子どもをはぐくんでいく環境づく

りにおいて大きな成果をあげていただいております。 

 

平成 19 年度より区役所に事業移管しておりますが、教育委員会といたしましても区役所と

連携して活動を支援しており、事業の充実を図るため、はぐくみネットの関係者を対象とし

た研修会、見学交流会、実践発表会などを実施し、人材育成に努めております。 

また、はぐくみネットの取組みにおいては、子どもの健全育成に視点をおいた教職員・保 

護者・地域の方々との共通認識にもとづく連携が重要であると考えており、今後とも、教職 

員をはじめ、保護者・地域の方々が主体的かつ積極的に参加できるための学校教育活動をは 

じめ、はぐくみネットの取組みのあり方について研究を進めるとともに、先進的な実践事例 

を積極的に紹介してまいりたいと考えております。 

 

 

 

 

 

 

担当  教育委員会事務局 生涯学習担当（地域教育担当）  TEL：06-6208-8259 



番 

号 

１－（９） 

項目  生徒のニーズに沿った中学校部活動の抜本的な振興策を講じると共に、指導者の確保に

尽力されたい。 

（回答） 

  中学校における部活動は、スポーツや文化的な活動に興味・関心を持つ生徒が、学年や学級

を離れた集団の中で、顧問の指導のもと自主的・自発的に活動を行うもので、各学校の特色や

実情に応じ、学校教育の一環として、計画的に実施されています。子どもたちの個性や社会性

の伸長、体力の向上、健康の保持増進を図る重要な役割を担っています。 

  しかしながら、尐子化による生徒の減尐やそれに伴う教職員の減尐ならびに高齢化により、

顧問の確保が困難な現状があります。 

 

  教員委員会では、昭和５８年度より全国に先駆けて「部活動技術指導者招聘事業」を実施し、

学校が必要とする指導者を招聘することにより実技指導の充実に努めています。翌年からは、

運動部活動の活性化に向け「運動部活動種目別合同練習会」を毎年開催し、生徒の技術や競技

力・マナーの向上、顧問の指導力向上に努めてまいりました。 

また、平成１７年度に設置された部活動問題検討委員会の報告書を受け、「運動部活動指導者

技術講習会」を実施し、指導者の資質向上を図るとともに、大阪市中学校体育連盟の協力を得

て、「大阪市立中学校運動部活動の手引～始めて運動部の顧問を持つ教員のために～」を編集し、

平成１９年４月に全市中学校に配付いたしました。 

さらに、平成２１年１０月に部活動問題検討委員会、平成２２年１１月には部活動問題検討

委員会事務局会議を行い、部活動の活性化を図るために協議を進めております。 

 

中学校体育連盟では、学校が単独でチームを編成できない場合に複数の学校が合同で大会参

加することや外部指導者の生徒引率について協議を行い、その結果、平成１４年度の全国中学

校体育大会より個人競技の１１種目において、外部指導者による生徒引率が可能となり、平成

１５年度の大会からは団体競技７種目において、複数校合同チームの出場を可能にしています。

また、近畿中学校体育連盟では、複数校合同チームの参加規程の見直しについて協議を進めて

います。 

 

教育委員会といたしましては、今後もこれまでの取組みの工夫・改善に努めるとともに、教

員の大量退職、大量採用時代を迎え、若手教員をはじめとする指導者の確保と育成を図り、各

学校からの要望に対応できるよう関係担当とも連携してまいります。今後も、ご理解とご支援

をお願いいたします。 

担

当 
教育委員会事務局 指導部 中学校教育担当（学校体育グループ）TEL：06-6208-9199 



 

番 

号 
２－（１） 

項

目 

「いじめ」「不登校」「虐待」等の課題をかかえる子どもを支援するために、ＳＳＷの配置

を始めとする施策の充実を図るとともに、早期発見、早期対応に尽力されたい。 

（回 答） 

「いじめ」「不登校」「虐待」等の課題の背景には、子どもの心の問題とともに、家庭、友人関

係、地域、学校園等の環境の問題が複雑に絡み合っており、教育のみならず福祉など多方面から

総合的に対応していく必要があると考えております。 

教育委員会では、さまざまな環境に着目して働きかけることができる人材として、学校園内あ

るいは学校園の枠を越えて、関係機関等との連携をより一層強化し、問題を抱える子どもの課題

解決を図るためのコーディネーター的な存在としてのスクールソーシャルワーカーを中学校に配

置するとともに、要請のあった学校園に派遣しています。 

本市のスクールソーシャルワーカーは、教育や福祉の分野において豊富な活動経験を生かし、

配置及び派遣校園の校園長や教職員、スクールカウンセラー等と連携しながら、課題を抱えた子

どもに対して置かれた環境へ働きかけたり、こども相談センターや区保健福祉センター等の関係

機関とのネットワークを活用したりするなど、多様な支援方法を用いて課題解決を図っています。 

教育委員会といたしましては、今後も「いじめ」「不登校」「虐待」等の課題解決を図るため、

スクールソーシャルワーカーの配置や派遣をはじめとする施策の充実を図るとともに、早期発見、

早期対応に向けた取り組みを、関係局・関係機関との連携・協力を図りながら努めてまいります。 

 

 

 

担当 教育委員会事務局指導部中学校教育担当（生活指導）  TEL：06-6208-9194 



 

番 

号 
２－（２） 

項

目 

事件・事故を未然に防ぐために、教職員が共通理解のもと組織的な生活指導を推進するよ

う指導されたい。 

（回答） 

本市では、これまで人間尊重の教育を基盤とし、すべての教育活動を通して教職員が日頃から 

児童・生徒との信頼関係を築くよう努め、児童・生徒一人一人に応じた生活指導を推進している

ところです。 

しかしながら、社会が大きく変化する中、児童・生徒の問題行動は、集団化、広域化、低年齢

化の傾向にあり、これらの課題の解決には、児童・生徒の生活実態およびその背景を十分把握す

るとともに、全教職員の共通理解のもと、組織的な取り組みによって、児童・生徒一人一人の人

間形成をめざす生活指導を、一層充実していく必要があると考えております。 

教育委員会といたしましては、学級内のみでの問題解決に固執し､適切な対応の機会を逃がして

しまったり、逆に自分の学級以外の問題への対応が消極的であったり、無関心であるため、組織

的、系統的な生活指導ができないことがあってはならないと考えており、校長のリーダーシップ

のもと、校内委員会や研修会を実施するなど、教職員が一致協力して組織的に生活指導に取り組

むよう指導しているところです。 

また、保護者との連携はもちろんのこと、スクールカウンセラーをはじめとする相談機関や関

係機関等との連携を密にし、児童・生徒の健全育成に努めるよう指示しております。 

今後も、保護者や地域との連携を図りながら、事故・事件の未然防止に向け、教職員の共通理

解のもと、組織的な生活指導に努めるよう指導してまいります。 

 

 

担当 教育委員会事務局指導部中学校教育担当（生活指導）  TEL：06-6208-9194 

 



 

番 

号 
２－（３） 

項

目 

校園内外での子どもの安全を確保するため、緊急時の対応策としての校園・保護者・地域

関係者のネットワークづくりの支援をより一層図られたい。 

（回答） 

各校園においては、ＰＴＡや地域関係者が「見守り活動」組織を立ち上げ、区役所の「地域安

全対策職員」と連携を図りながら地域内を巡回しています。「見守り活動」組織の方々は、登下校

時に「あいさつ」や「声かけ」をしながら見守っていただくなど、教職員と協力して子どもの安

全確保に取り組んでいます。さらに、小学校には、地域で子どもの見守り活動を実施する関係者

と当該小学校が、当該小学校を拠点（ステーション）として、地域ぐるみの安全体制を一層推進

する「地域安全ステーション」を、各区に２校程度、モデル校として設置しています。地域安全

ステーションでは、子どもの安全にかかる情報を共有することにより、見守り活動の一層の推進

と所轄警察署や区役所等の関係機関との連携強化に努めるなど、地域総がかりで子どもの安全を

守るネットワークづくりの推進を図っています。 

子どもの安全にかかる情報については、平成２２年度より、これまで活用していた「子ども安

全メール」から、大阪府警察本部が実施している「安まちメール」に統合したことで、学校園や

保護者、地域関係者と大阪府警察本部との連携がこれまで以上に緊密になり、警察との緊急時の

情報共有やパトロール体制の強化など、子どもの安全確保の体制づくりに効果を発揮しています。 

教育委員会といたしましては、子どもの安全確保のため、今後も引き続き、学校園、地域関係

者、区役所や所轄警察等の関係機関とのネットワークづくりに努めてまいります。 

 

担当 教育委員会事務局指導部中学校教育担当（生活指導）  TEL：06-6208-9194 



 

番 

号 
２－（４） 

項

目 

教育委員会から校園、校園から家庭への一斉メール送信など、緊急連絡システムづく 

りを早急に図られたい。 

（回 答） 

教育委員会から学校への緊急連絡については、校長会の電話連絡網を活用させていただく 

とともに、各校への一斉メール配信等を活用し、できるだけ早く、正確な情報が各校へ届け 

られるように対応しているところです。 

一方、各校から家庭への緊急連絡については、各家庭の意向、また、各校の実態等に応じ 

て、各家庭へ個別に連絡したり、ＰＴＡの電話連絡網やメールの一斉配信などを活用したり 

しているところです。 

ただし、ＰＴＡの電話連絡網を活用する場合には、学校における緊急連絡網等の個人情報 

の取り扱いについて、平成18年２月に文部科学省が「学校における生徒等に関する個人情報 

の適正な取扱いを確保するために事業者が講ずべき措置に関する指針」解説の改定を行い、 

「これまで学校運営上必要としてきた緊急連絡網等の連絡名簿については、個人データ 

取得時に適切に同意を得る手続を取ることにより、従来どおり作成・配付することがで 

きる。なお、本人の同意が得られない場合は、同意する者の範囲で作成、配付するなど 

適切に対処する必要がある。」と示しています。 

教育委員会といたしましては、この内容について、校長会等を通じて、各学校に適切に取 

り扱うように指示をしているところです。 

いずれにいたしましても、学校から各家庭への連絡については、各校の実態に応じて、学 

校とＰＴＡが充分に協議し、適切に取り組むものであると考えております。 

担当 
教育委員会事務局指導部初等教育担当（小学校教育）   TEL：06-6208-8174 

教育委員会事務局指導部中学校教育担当（中学校教育）  TEL：06-6208-9199 



 

番 

号 

 
 ２－(５) 

項

目 

子どもたちの文化的活動の場、交流の場が極端に減尐してきている。文化的活動の人間形成

に果たす役割を理解いただき、交流の場の確保と共に積極的な支援をお願いしたい。 

（回答） 

文化的活動や交流を行う場は、子どもたちが成長していくうえで重要な役割を果たすもので

あると認識しており、クラフトパークをはじめ、各種社会教育施設につきまして多くの市民の

皆様に活用いただけるよう、施設運営に努めているところです。 

 

また、小学校の特別教室を活用し、地域の方々に講習・講座の開催や学習・交流の場を提供

することを目的として実施している「生涯学習ルーム事業」では、平成 20年度から学んだ成果

を地域に還元する「地域連携支援事業」に取り組んでおり、子どもたちが参加できる講座も開

講されています。さらに「小学校区教育協議会―はぐくみネットー事業」など、地域で子ども

と大人が交流する取り組みについても推進しているところです。 

 

また、子どもたちが博物館や美術館の見学に行ったり、夏休み等に社会教育施設等の事業に

参加できるよう、子どものための情報誌「イベントガイド・タッチ(年 2 回)」を市内小・中学

校、特別支援学校の児童・生徒に配布するとともに、「施設ガイド・タッチ(年 1回)」を発行し、

新 1年生を対象に配布しております。 

今後とも、子どもたちが交流できる場の確保や、子ども向けの体験活動や地域活動などの情

報提供に努めてまいります。 

担当  教育委員会事務局 生涯学習担当      TEL：06-6208-8259・9085 

 



 

番 

号 
３－（１） 

項

目 

将来の日本、大阪を担う子どもたちのために、教育予算の増額に格別のご配慮をいただ

きたい。 

（回 答） 

 

次代を担う子どもの教育は重要課題であり、23年３月に策定した「大阪市教育振興基本計画」

において、本市の教育が今後 10 年間でめざすべき目標像として「未来に向けてたくましく生き

る“なにわっ子”の育成」を掲げ、教育施策の充実を図ることとしております。 

24 年度当初予算（案）につきましては、暫定的予算となっており、府市統合本部や改革プロ

ジェクトチームでの検討を経て、７月を目途に本格予算を編成することとなっております。 

厳しい財政状況の中ではありますが、「中学校給食事業」や「中学校の普通教室等への空調機

等設置」など学校教育の充実に必要な予算を確保しているところです。 

  本計画に基づき、今後とも施策・事業の選択と集中を図りながら、効果的・効率的に施策や

教育実践を推進してまいります。 

 

担当 教育委員会事務局総務部総務課（計理）       TEL：06-6208-9074 

 



 

番 

号 
３－（２） 

項目   

特別支援教育充実のため、とりわけ重度重複障害の子どもの関わりについては生命に直結

しており、看護師の常勤配置など、十分な人的支援を講じられたい。 

（回答） 

特別支援教育の充実に向け、特別支援学級の設置につきましては、府の定めた基準を標準とし、

在籍する児童・生徒の障害の状況等、実態に応じた学級設置が出来ますよう、学校からの申請を

もとに障害種別に応じた学級設置をすすめることを大阪府教育委員会に強く要望しているところ

です。 

加えて、障害のある児童・生徒への必要な支援や介助等の手立てといたしまして、特別支援学

級には特別支援教育補助員の配置を行い、通常学級には教育活動支援員の配置を行う等、校内支

援体制充実のための人的配置の充実に努めております。 

各学校における特別支援教育の指導内容の充実に向けては、障害のある児童・生徒一人ひとり

の教育的ニーズを把握し、適切な指導や必要な支援を行うよう、特別支援教育に関する校内委員

会の設置、特別支援教育コーディネーターの位置付け、個別の教育支援計画・個別の指導計画の

作成と活用等に取り組んでおります。 

また、安全で充実した学校生活を送ることができるよう、医療的ケア等の必要な重度の児童・

生徒が在籍する小・中学校へ、看護師資格のある看護指導員を派遣し、加えて、肢体不自由児童・

生徒の機能向上、難聴児童・生徒への自立活動の指導を目的として、それぞれ指導員の派遣も行

っております。 

現在、看護指導員は、①医療的ケアの手技の実施②担当教員への指導及び助言③教職員への研

修④医療器具の衛生管理に関する指導及び助言⑤緊急時の対応及び助言を行っており、学校と医

療と保護者が密に連携を取りながらすすめています。 

今回、平成 23年 12 月 20 日付で文部科学省より通知されました「特別支援学校等における医療

的ケアの今後の対応について」を受け、医療的ケアに関わる看護師・教職員の研修体制強化に努

めたところです。本市としましては、今後も引き続き国や府の動向を注視しながら、医療的ケア

を必要とする児童・生徒等の健康と安全を確保できるよう努めてまいります。 

 

担当 教育委員会事務局指導部特別支援教育担当  TEL：06-6208-9193 

教育委員会事務局教務部教職員人事担当   TEL：06-6208-9125 

 

 

 



 

番 

号 

 

３－（３） 

項

目 

 

 

小学校の統廃合については、当該施設、PTA の意見を十分聞いて進められたい。 

（回答） 

   

大阪市では、小学校の配置や規模の適正化については、有識者で構成する「大阪市学

校適正配置審議会」の答申をふまえて取り組みを進めております。 

平成２２年２月の同審議会の答申では、学年によっては６年間クラス替えができない

１１学級以下の小学校が適正化の対象とされております。 

教育委員会では、今後とも同答申の趣旨を尊重し、区役所と連携して、できるだけ速

やかに取り組みを進めてまいりたいと考えております。なお、取り組みにあたっては、 

PTA等の意見をお伺いしながら進めてまいりたいと考えております。 

 

 

担当  教育委員会事務局 総務部 学事課  TEL：06-6208-9111 

 



 

 

 

 

 

番 

号 

 

３―（４） 

項

目 

 

 ３５人学級の拡充を図られたい。 

 

（回答） 

 

小・中学校における学級編制は、「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数

の標準に関する法律」に基づき、小学校１年生は１学級３５人、その他の学年は１学

級４０人を基本として編制し、大阪府教育委員会の同意を得ております。 

現在、大阪府では小学校２年生について３５人で学級編制を実施しており、本市に

おきましても府の基準に従い、小学校２年生について３５人で学級編制を実施してお

ります。 

本市では、独自の施策として、基礎・基本の確実な定着と個に応じたきめ細かな指

導の一層の充実をめざし、小学校３年生から中学校３年生までの継続した習熟度別小

人数授業を実施しております。 

今後とも、国または大阪府による学級編制基準の引下げや、教職員定数の改善の動

向を注視しながら適切に対処してまいります。 

担当  教育委員会事務局 総務部 学事課       TEL：06-6208-9114～5 



番 

号 

 
 ４－(１) 

項

目 

多くの成果をあげている中学生の国際交流事業の継続のために、今後も格段の支援を図られ

たい。 

（回 答） 

中学生国際交流事業は、教育委員会と大阪市ＰＴＡ協議会との共催により、大阪市制 100 

周年を記念して、平成元年度から実施されており、隔年度で派遣と招聘を行っています。 

大阪市の将来を担う子どもたちが、異文化を理解し尊重する態度を身につけることや、異 

なる文化をもった人とともに生きていく資質や能力を育成することは極めて重要であり、自 

国の歴史や文化・伝統を再発見できることにもなります。 

  そのような点からもこの事業により、中学生という早い時期に国際的な視野を広げられる 

ことは、大変意義のあることと考えております。 

 平成 23 年度は、9 月 18 日から 13 日間、メルボルン市の中学生 20 名を大阪市に招聘いた

しました。 

  今後ともＰＴＡ協議会と連携を保ちながら、本事業の意義を踏まえ、継続可能な事業運営

ができるよう協議してまいりたいと考えております。 

 

担当  教育委員会事務局 生涯学習担当（地域教育担当）  TEL：06-6208-8259 

 

 



 

番

号 
４－（２） 

 

項

目 国際理解を深めるための機会をより多くし、内容の充実を図られたい。 

（回 答） 

学校教育において、国際理解を深めることは、今日的課題に対応する教育の推進のうえで、 

極めて重要であり、教育委員会といたしましても、学校教育指針に国際理解教育を掲げ、 

全校園において積極的に推進しているところであります。 

取り組みのひとつとして、日本・スイス青尐年交流事業を実施し、市立中学生のスイスへの 

派遣とスイスからの中・高生の受け入れを隔年ごとに行っております。 

大阪市立の小・中・高等学校の中には、韓国、中国、オーストラリア、アメリカなどの国 

の小・中・高等学校と姉妹校提携を結び、作品交換や相互訪問、交換留学などを実施している 

学校があります。韓国や中国などへの修学旅行などを実施して相互理解と交流を深めている 

高等学校もあります。教育委員会といたしましては、各校園における国際交流事業を一層活発 

化するために、積極的に海外からの教育視察団や学校訪問団の受け入れや、海外の姉妹校との 

親善交流の促進に努め、国際交流促進事業を推進しております。 

一方、生きた英語を学び、その学習を通して言語や文化に対する関心を深めるために、平 

成 23年度は、７ヶ国から英語を母語とする 23 名の外国語指導助手（ＡＬＴ）を招致すると 

ともに、民間事業者の派遣による外国人講師（ＮＳＡ－Ｃ）の導入をすすめ、中学校・高等学校・

特別支援学校での英語授業等に派遣しております。 

次代を担う青尐年にとって国際化は重要な課題であり、今後とも国際理解を深めるための 

機会の充実に努めてまいりたいと考えております。 

担当 
教育委員会事務局指導部教育活動支援担当（国際交流）  TEL：06-6208-9185 

教育委員会事務局指導部高等学校教育担当        TEL：06-6208-9189 



 

番

号 
４－（３） 

項

目 

小学校からの英語活動の充実に積極的に取り組まれたい。 

なお、ゲストティチャーを導入される場合、地域の人材も積極的に活用されたい。 

（回 答） 

平成 23 年度より「外国語活動」が完全実施となりました。外国語活動の目標は、外国語を通 

じて、言語や文化について体験的に理解を深め、積極的にコミュニケーションを図ろうとする 

態度の育成を図り、外国語の音声や基本的な表現に慣れ親しませながら、コミュニケーション 

の素地を養うことです。 

外国語活動での指導計画の作成や内容の取り扱いについては、学級担任の教師または外国語 

活動を担当する教師が行なうこととされています。児童が進んでコミュニケーションを図りた 

いと思うような、興味・関心のある題材や活動を取り扱うことが大切であり、そのような題材 

や活動を設定するためには、児童のことをよく理解していることが前提となります。 

教育委員会では、全ての小学校で充実した授業が行われるよう、小学校外国語活動の基本理

念や指導方法等の研修を年６回実施し、毎回各学校から１名参加しています。受講した内容を

校内で伝達することで、全ての教員が外国語活動の授業をすすめることができるように校内研

修の充実に努めています。 

また、大阪市では、平成 16 年度より「英語でわくわく１、２、３（ワン・ツー・スリー）」 

事業として、英語のネイティブ・スピーカーを小学校に派遣し、簡単な英会話など体験的な学 

習活動を行い、英語に慣れ親しむことを目的として英語活動に取り組んできました。平成 23 年 

度も外国語活動の指導補助として、大阪市立の全小学校の５・６年生に年間合計 6 回派遣する 

予定です。 

さらに、ネイティブ・スピーカーの活用に努めるとともに、各学校においては、地域の実態

に応じて、外国語に堪能な地域の人々の協力を得るなど、指導体制を充実させるよう努めてま

いります。 

担当 教育委員会事務局指導部教育活動支援担当（国際交流）  TEL：06-6208-9185 

教育委員会事務局教育センター教育振興担当              TEL：06-6572-0657 



番 

号 

 
 ５－(１) 

項

目 

今後とも大阪市ＰＴＡ協議会の諸活動に物心両面の支援をお願いしたい。 

（回答） 

社会環境の急激な変化が子どもたちにさまざまな影響を及ぼしている中で、子どもたちが 

確かな学力や豊かな人間性といった「生きる力」を身につけ、新しい時代を切り開いていく 

ためには、子どもたちが安心してのびのびと学び、育つことができる環境づくりが必要となっ 

ています。その環境づくりには、学校教育はもとより、家庭の教育力の向上や地域全体での 

子どもたちへの関わりの充実など、さまざまな層での取り組みが必要であり、学校・家庭・ 

地域の三者の架け橋であるＰＴＡの活動はますます重要なものとなっています。 

教育委員会といたしましては、社会教育関係団体としてのＰＴＡの自主的な活動に配慮し 

つつ、青尐年の健全育成や教育全般に関する情報提供や、情報共有を行う場の設定、活動内 

容の充実に向けた助言等、ＰＴＡ活動がより活性化するための支援を引き続き進めてまいり 

ます。 

 

担当  教育委員会事務局 生涯学習担当（地域教育担当）  TEL：06-6208-8259 

 



番 

号 

 
 ５－(２) 

項

目 

 みおつくし親子安全互助会の活動に一層の支援をお願いしたい。 

（回 答） 

貴協議会が中心となって設立されている「みおつくし親子安全互助会」は、ＰＴＡ活動を

はじめ、部活動において子どもたちがのびのびとスポーツや学習に打ち込む上で、大きく貢

献されております。 

教育委員会では、関係課長を理事として参画させるとともに、毎月開催される審査会の審

査員に職員を派遣しております。 

安全互助会制度については、平成 17 年 3 月の保険業法改正の影響を受け、自主的な共済制

度として、従来のままの形態では存続が困難となったことから、検討委員会などで検討され

た 結果、21年度以降の運営は、独自の見舞金と民間保険会社（委託）と合わせた形で運営

されることとなりました。 

教育委員会では、文部科学省から、ＰＴＡ互助会等に対し適切な処理が行われるよう配慮

する依頼も受けており、今後とも連絡を密にし、引き続き、必要な情報の提供や助言などに

努めてまいりたいと考えております。 

担当  教育委員会事務局 生涯学習担当（地域教育担当）  TEL：06-6208-8259 

 

 



 

番 

号 

 
６ 

項

目 

 

大阪市立校園長会及び大阪市立幼稚園ＰＴＡ連絡協議会、大阪市立高等学校ＰＴＡ協議会、

大阪市立特別支援学校ＰＴＡ連絡協議会から提出される要望書について、格段の配慮をお願

いしたい 

 

（回 答） 

 

大阪市立校園長会及び大阪市立幼稚園ＰＴＡ連絡協議会、大阪市立高等学校ＰＴＡ協議会、 

大阪市立特別支援学校ＰＴＡ連絡協議会からは、各校園の状況について改善・拡充等の要望 

をいただいております。いただきました要望につきましては、関係部局との調整をふまえな 

がら、本市施策に反映することができるよう努めてまいります。 

担当 教育委員会事務局 生涯学習担当（地域教育担当）  TEL：06-6208-8259 


